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（10）小児医療の体制 

第１ 小児医療の概要 

１．小児医療とは 

○ 小児医療の対象は、一般的には生後から 14歳までといわれています。また、対象疾患は、

患者の多い感染症から慢性疾患まで多岐にわたります。 

○ 小児医療に求められる機能は様々ですが、本計画においては、小児救急医療も含めて一

括して記載します。 

 

２.小児人口等 

○ 本県の出生数は、2000（平成 12）年は 10,170人（全国：1,190千人）でしたが、2016（平

成 28）年は 7,301人（全国：977千人）と減少しています1。また、小児（０歳から 14歳ま

で。以下同じ。）人口も、2000（平成 12）年は 157,179人（全国：18,472千人）でしたが、

2016（平成 28）年は 126,393人（全国：15,780千人）と減少しています2。 

 

３.小児の疾病構造 

○ 2014（平成 26）年 10月現在、１日当たりの全国の小児患者数（推計）は、入院で約 2.8

万人、外来で約 74万人となっています3。 

○ 入院については、喘息（5.0％）をはじめとする呼吸器系の疾患（17.4％）のほか、「先

天奇形、変形及び染色体異常」（11.0％）、神経系の疾患（10.0％）が多くなっています 3。 

○ 外来については、急性上気道感染症（15.6％）をはじめとする呼吸器系の疾患（38.1％）

が多くなっています 3。 

○ 本県の小児慢性特定疾患医療給付件数は、2005（平成 17）年度は 803件、2010（平成 22）

年度は 945件、2016（平成 28）年度は 860件となっています。また、2016（平成 28）年度

の疾患内訳は、内分泌疾患 37.7％、次いで悪性新生物 14.3％、慢性心疾患 12.7％となって

います4。 

 

 

                         
1 厚生労働省「人口動態統計」 
2 総務省「人口推計」各年 10月１日現在、富山県「人口移動調査」 
3 厚生労働省「患者調査」 
4 厚生労働省、県健康課調べ 
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第２ 必要となる医療機能 

小児医療 

１．健康相談等の支援の機能【相談支援等】 

目 標 

○ 子供の急病時の対応等を支援すること 

○ 慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の医療資源や福祉サ

ービス等について情報を提供すること 

○ 不慮の事故等の救急対応が必要な場合に、救急蘇生法等を実施できること 

○ 小児かかりつけ医を持つとともに、適正な受療行動をとること 

関係者に求められる事項 

（家族等周囲にいる者） 

○ 必要な時に行政等が実施している育児や救急に関する相談窓口を活用できること 

○ 不慮の事故の原因となるリスクを可能な限り取り除くこと 

○ 救急蘇生法等の適切な処置を実施すること 

（消防機関等） 

○ ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の使用を含めた救急蘇生法や不慮の事故予防に対する必

要な知識を家族等に対し指導すること 

○ 急性期医療を担う医療機関へ速やかに搬送すること 

○ 救急医療情報システム等を活用し、適切な医療機関へ速やかに搬送すること 

（行政機関） 

○ 育児や救急に関する相談窓口の周知を図ること 

○ 休日・夜間等に子供の急病等に関する相談体制を確保すること 

○ 急病時の対応など受療行動についての啓発を実施すること 

○ ＡＥＤの使用を含めた救急蘇生法や不慮の事故予防に対する必要な知識を家族等に対し

指導する体制を確保すること 

○ 慢性疾患の診療や心の診療が必要な児童及びその家族に対し、地域の医療資源や福祉サ

ービス等について情報を提供すること 

 

２．一般小児医療を担う機能【一般小児医療】 

目 標 

○ 地域に必要な一般小児医療を実施すること 

○ 生活の場（施設を含む。）での療養・療育が必要な小児に対し、支援を実施すること 

医療機関に求められる事項 

○ 一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療を実施すること 

○ 入院設備を有する場合に、軽症者の入院診療を実施すること 

○ 他の医療機関の小児病棟や新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）等から退院するときに、

生活の場（施設を含む。）での療養・療育が必要な小児に対し、支援を実施すること 

○ 訪問看護ステーション、福祉サービス事業者、行政等との連携により、医療、介護及び

福祉サービスを調整すること 
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○ 医療型障害児入所施設など、自宅以外の生活の場を含めた在宅医療を実施すること  

○ 家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること 

○ 慢性疾患の急変時に備え、対応可能な医療機関と連携していること 

○ 診療情報や治療計画を共有するなど、専門医療を担う地域の病院と連携していること 

医療機関等の例 

○ 小児科を標榜する病院・診療所 

○ 訪問看護ステーション 

 

３．小児専門医療を担う機能【小児専門医療】 

目 標 

○ 一般小児医療を担う機関では対応が困難な患者に対する専門医療を実施すること 

医療機関に求められる事項 

○ 高度の診断・検査・治療や、勤務医の専門性に応じた専門医療を行うこと 

○ 一般の小児医療を担う機関では対応が困難な患者や、常時監視・治療の必要な患者等に

対する入院診療を行うこと 

○ 小児科を標榜する診療所や病院等と連携体制を形成し、地域で求められる小児医療を全

体として実施すること 

○ より高度専門的な対応について、高度小児専門医療を担う病院と連携していること 

○ 療養・療育支援を担う施設と連携するとともに、在宅医療を支援していること 

○ 家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること 

医療機関の例 

○ 地域周産期母子医療センターを有する病院 

○ 入院可能で常勤小児科医師が勤務する病院 

 

４．高度な小児専門医療を担う機能【高度小児専門医療】 

目 標 

○ 小児専門医療を担う医療機関では対応が困難な患者に対する高度な専門入院医療を実施

すること 

医療機関に求められる事項 

○ 関係医療機関との連携により、小児専門医療を担う医療機関では対応が困難な患者に対

する高度専門的な診断・検査・治療を実施し、医療人材の育成、交流などを含めて地域医

療に貢献すること 

○ 療養・療育支援を担う施設と連携していること 

○ 家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること 

医療機関の例 

○ 総合周産期母子医療センターを有する病院 

○ 大学附属病院 

○ 救命救急センターを有する病院 
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小児救急医療 

１．初期小児救急医療を担う機能【初期小児救急】 

目 標 

○ 初期小児救急を実施すること 

医療機関に求められる事項 

○ 休日夜間急患センター等において、平日夜間や休日の初期小児救急医療を実施すること 

○ 緊急手術や入院等を要する場合に備え、対応可能な医療機関と連携していること 

○ 地域で小児医療に従事する開業医等が、夜間休日の初期小児救急医療に参画すること 

医療機関の例 

（平日日中） 

○ 小児科を標榜する病院・診療所 

（夜間休日） 

○ 休日夜間小児急患センター 

 

２．入院を要する小児救急患者に対する医療を担う機能【入院小児救急】 

目 標 

○ 入院を要する小児救急患者に対する医療を 24時間体制で実施すること 

医療機関に求められる事項 

○ 小児科医師や看護師などの人員体制を含めて、入院を要する小児救急患者に対する医療

を 24時間 365日体制で実施可能であること 

○ 小児科を標榜する診療所や病院等と連携し、入院を要する小児救急患者に対する医療を

担うこと 

○ 高度専門的な対応について、小児救命救急医療を担う病院と連携していること 

○ 療養・療育支援を担う施設と連携していること 

○ 家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること 

医療機関の例 

○ 病院群輪番制5に参加している病院 

 

３．小児の救命救急医療を担う機能【小児救命救急医療】 

目 標 

○ 小児の救命救急医療を 24時間体制で実施すること 

医療機関に求められる事項 

○ 入院小児救急等を担う医療機関からの紹介患者や救急搬送による患者など、重篤な小児

患者に対する救急医療を 24時間 365日体制で実施すること 

○ 療養・療育支援を担う施設と連携していること 

○ 家族に対する精神的サポート等の支援を実施すること 

医療機関の例 

○ 救命救急センターを有する病院 

                         
5 救急医療において、休日や夜間に対応できる病院が日を決めて順番に担当する仕組み。 
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第３ 小児医療の現状 

１．死亡数等 

○ 乳児死亡率（出生千対）は、1990（平成２）年、本県は 6.3 と全国の 4.6 を大きく上回

っていましたが、周産期保健医療対策に取り組んできた結果、年々減少し、2015（平成 27）

年は 1.5（全国：1.9）と全国を下回っています。 

○ 乳児死亡の原因は、「先天奇形・変形・染色体異常」が多くなっています6。 

○ 乳幼児（０～４歳）の死亡率（乳幼児人口 10万対）は 2015（平成 27）年に 44.7（全国：

47.2）となっています 6。乳幼児死亡の主な原因は、「先天奇形・変形・染色体異常」、「周

産期に発生した病態」などとなっています。 

○ 小児（０～14 歳）の死亡率（小児人口 10 万対）は、2015（平成 27）年に 23.3（全国：

19.4）となっています 6。死亡の主な原因は「悪性新生物」、「不慮の事故」、「先天奇形及び

染色体異常」などとなっています。 

 

２．小児科医師等   

○ 2000（平成 12）年から 2014（平成 26）年までの間に小児科医師の数は 143人（全国：14,156

人）から 161人（全国：16,758人）へと増加しています7。また、小児人口１万人当たりの

小児科医師数でみても、9.1 人（全国：7.7 人）から 12.1 人（全国：10.3 人）へと増加傾

向にあります。医療圏別では、新川医療圏が 5.5人、富山医療圏が 16.0人、高岡医療圏が

10.3人、砺波医療圏が 6.8人となっており、医療圏によって格差があります。 

○ 2016（平成 28）年４月現在、公的病院の小児科の必要医師数は 85 人となっていますが、

現員数は 79人で、６人不足しています8。 

○ 2014（平成 26）年に小児科を標榜している病院は 34施設、小児人口 10万人当たり 24.9

施設（全国：16.1施設）、小児科を標榜している診療所は 50施設、小児人口 10万人当たり

36.7施設（全国：33.1施設）とどちらも全国より多くなっています9。 

○ 2013（平成 25）年に小児に対応している訪問看護ステーション数は１施設、小児人口 10

万人当たり 0.7施設（全国：2.3施設）と全国より少なくなっています 9。 

 

３．相談支援等 

（相談支援等） 

○ 小児医療に関連する業務は、育児不安や小児の成長発達上の相談、親子の心のケア、予

防接種、児童虐待への対応等の保健活動が占める割合が大きくなっています。 

 

４．小児救急 

（小児救急搬送） 

○ 18歳未満の救急搬送件数は、2010（平成 22）年は 2,702人（全国：45.6 万人）、2015（平

                         
6 厚生労働省「人口動態統計」 
7 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 
8 県医務課「小児救急医療体制の取組状況調査」 
9 小児医療の体制構築に係る現状把握のための指標 
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成 27）年は 2,688人（全国：46.4万人）とほぼ横ばいになっています10。 

○ 2014（平成 26）年の 18 歳未満の救急搬送において入院の必要のない軽症者の割合は

60.2％となっています 8。 

○ 児童虐待に関する相談が増加している中、小児科診察における子どもの虐待の早期発見

の役割は大きく、保健機関や児童福祉機関との連携の必要性が高くなっています。 

（小児救急電話相談） 

○ 夜間における子どもの急な病気やけがの際に相談ができる小児救急電話相談（＃８００

０）が２回線設置されています 9。 

○ 2015（平成 27）年度の小児救急電話相談（＃８０００）の相談件数は 6,110 件、小児人

口 10 万人当たり 4,568 件（全国：4,566 件）となっており、また、年々増加傾向にありま

す 9。 

（休日夜間小児急患センター等） 

○ 各医療圏に休日夜間小児急患センターが整備されています。また、医師会や病院勤務医

等の協力により運営が維持され、第二次・第三次救急医療機関の負担軽減が図られていま

す。 

○ 2015（平成 27）年度の小児の時間外来受診件数は 16,044件、小児人口 10万人当たり 11,996

件（全国：16,817件）と全国より少なくなっています 9。 

（第二次小児救急・第三次小児救急） 

○ 各医療圏に入院小児救急（第二次小児救急）を担う医療機関が整備されています。 

○ 県立中央病院と厚生連高岡病院の救命救急センターにおいて、小児救命救急（第三次小

児救急）医療が提供できる体制を整備しています。 

○ 2016（平成 28）年度に第二次小児救急医療機関及び第三次小児救急医療機関を受診した

小児患者のうち 83.4％は入院が必要でない患者となっています11。このように、小児救急患

者については、その多くが軽症者であり、かつ、重症患者を扱う医療機関に多数受診して

います。 

 

５．小児専門医療・高度小児専門医療  

○ 各医療圏に小児専門医療を担う医療機関が整備されています。 

○ 高度小児専門医療を担う医療機関として、県立中央病院、厚生連高岡病院、富山大学附

属病院があります。 

○ 小児心疾患の手術や白血病等の小児がんの治療は、主に富山大学附属病院において行わ

れています。 

○ 小児がんについては、治療後も長期にわたり、日常生活や就学・就労に支障を及ぼすこ

ともあることから、患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期的な支援や配慮が

求められています。 

○ 総合周産期母子医療センターを有する県立中央病院を中心としてＮＩＣＵでの高度な新

生児医療が行われるとともに、入院を要する小児救急医療を 24時間体制で行う医療機関が

                         
10 県消防課 防災・危機管理課「富山県消防防災年報」 
11 県医務課調べ 
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すべての医療圏で整備されています。 

○ ＰＩＣＵ（小児集中治療室）を有する病院は、県内にはありません（全国：41病院）9。 

○ 精神発達の遅れや発達障害、情緒障害等の小児期の心の問題など、早期発見、早期支援

のために、児童精神科医療の充実が必要となっています。 



 

 

第４ 小児医療の提供体制 
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発
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○ 地域に必要な一般小児医療                     
○ 生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対する支援 

一般小児医療 

○ 小児専門医療を行う機関では対応が困難な高度な専門入院医療 
○ 24時間体制での小児の救命救急医療 

高度小児専門医療 

○ 一般小児医療を行う機関では対応が困難な小児専門医療 

小児専門医療 

小児科を標榜する病院・診療所                 訪問看護ステーション 

療養・療育を要する

小児の退院支援 

療養・療育を要する小児

の退院支援 
高度専門的な医療等を要

する小児 

常時の監視・入院等

を要する小児 

健康相談等の支援（小児救急電話相談「♯8000」、市町村・厚生センター(保健所)の健康相談、子育てほっとラインなど） 
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富山県における小児救急医療体制図 

 

2018（平成 30）年 2月現在 

第２次救急医療体制 第2.5次救急医療体制 第３次救急医療体制

病院群輪番制病院 地域救命センター 救命救急センター

休日昼間 休日夜間 平日夜間 （16病院） （２病院） （２病院）

 24時間 365日
（院内待機又はｵﾝｺｰﾙ）

     市立砺波総合病院

10:00
～

17:00

20:00
～

23:00

20:00
～

23:00

高
　
　
　
　
　
　
岡

高岡市急患医療センター
　休日及び毎夜間
　（院内待機又はオンコール）

    厚生連高岡病院
    高岡市民病院
    JCHO高岡ふしき病院
    済生会高岡病院
    金沢医科大学氷見市民病院
    射水市民病院

24時間365日

厚生連高岡病院病院

9:00
～

18:00

18:00
～

23:00

19:00
～

23:00

砺
　
　
　
波

砺波医療圏急患センター

  休日及び毎夜間
　（院内待機又はオンコール）

    市立砺波総合病院
    南砺市民病院

富
　
　
　
　
　
山

富山市・医師会急患センター   休日及び毎夜間
　（院内待機又はオンコール）
 
    県立中央病院
    富山市民病院
    富山赤十字病院
    済生会富山病院
    厚生連滑川病院
    かみいち総合病院
　　富山大学附属病院

9:00
～

17:30

18:30
～

翌2:00

19:00
～

翌2:00

新
　
　
　
川

新川医療圏小児急患センター

　休日及び毎夜間
　（院内待機又はオンコール）
　
    黒部市民病院

 24時間 365日
　休日昼間：院内待機
　夜間：院内待機又はｵﾝｺｰﾙ

　　　黒部市民病院

24時間365日

県立中央病院病院

9:00
  ～12:00

 14:00
  ～17:00

19:00
～

22:00

19:00
～

22:00

医
療
圏

初期救急医療体制

休日夜間急患センター

※ただし急患の場合は、
6：00まで医師が待機

ドクターヘリ
8:30～日没・365日

176 
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第５ 小児医療の提供体制における課題と施策 

乳児死亡率、乳幼児死亡率の低下を目指して、以下の施策を実施します。 

[小児科医師等] 

〔課題①〕 

○ 小児科医師の確保に向けた対策が必要となっています。 

＜施策＞ 

○ 富山大学や金沢大学へ特別枠で入学した46医学生等への修学資金の貸与などを通じて、小

児科医師の養成・確保に努めます。 

○ 医師が働きやすい勤務環境の整備を支援します。また、育児等のため休業中あるいは退

職した女性医師の職場復帰を支援します。 

○ 小児在宅医療を担う人材の育成を支援します。 

 

[小児救急] 

〔課題②〕 

○ 休日夜間小児急患センターの運営の維持が必要です。 

○ 小児救急医療機関の負担軽減のため、小児救急電話相談（＃８０００）の利用促進につ

いて普及啓発が必要です。 

○ 重症度や緊急度に応じて、適切な受診が行われるよう、県民への啓発を進めていく必要

があります。 

＜施策＞ 

○ 休日夜間小児急患センターの運営を維持するなど、小児救急医療体制の維持に努めます。 

○ 小児救急電話相談（＃８０００）を充実強化するとともに、利用促進について普及啓発

を実施します。 

○ 子どもが病気になったときの対応等を記載した「小児救急医療ガイドブック」などを活

用し、小児救急の適正受診について普及啓発に努めます。 

○ 市町村等が実施する小児健診等の保健事業と連携し、疾病予防や事故予防、各種相談窓

口、小児医療の適正受診等についての普及啓発を行います。 

 

[小児専門医療・高度小児専門医療] 

〔課題③〕 

○ 高度小児専門医療体制の充実について検討が必要です。 

＜施策＞ 

○ 県立中央病院や富山大学附属病院において、ＮＩＣＵでの高度な新生児医療、小児心疾

患や小児がんなどの高度小児専門医療の充実に努めます。 

                         
46 国の緊急医師確保対策及び骨太方針 2009 によって特別に認められた富山大学医学部医学科及び金沢
大学医薬保健学域医学類の入学定員の増員分に係る入学定員枠。特別枠の医学生には、県が指定する
公的病院の診療科(小児科、外科、呼吸器外科、消化器外科、乳腺外科、小児外科、産科、麻酔科、救
急科、総合診療科)に勤務することを返還免除要件とした修学資金が貸与される(富山大学特別枠定
員：平成 21年５名、平成 22年～10名。金沢大学特別枠定員：平成 22年～２名。)。 
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○ 富山県リハビリテーション病院・こども支援センターにおいて、重症児専用ユニットや

多職種連携によるチーム医療の提供により脳性まひ等重度障害児への支援を充実するとと

もに、自閉症やアスペルガー症候群、その他の広汎性発達障害等に対する診断や発達支援

を行うなど子どもの多様な障害への対応を強化します。 

○ 小児がんに関する医療の提供や相談支援などについて、国が指定するブロック内の小児

がん拠点病院（東海・北陸ブロックは、名古屋大学医学部附属病院及び三重大学医学部附

属病院）と連携し、小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けられる体

制の整備を進めます。 

○ 県内の小児医療を担う医療機関は、小児がん拠点病院との役割分担と連携を進め、小児

がん患者とその家族が、可能な限り住み慣れた地域で、医療や支援を受けながら生活し、

教育を受けられるよう努めます。 

○ 小児科を標榜する病院、診療所とがん診療連携拠点病院、難病医療拠点病院、高度小児

専門医療機関との連携の充実・強化を図ります。 

 

【数値目標】 

指標名及び指標の説明 現状 国 2023年 出典等 

乳児死亡率 
1.5 

（出生千対） 

1.9 

（出生千対） 
低下 

厚生労働省「人口動態

統計」（2015年） 

乳幼児死亡率 

44.7 

（乳幼児人

口10万対） 

47.2 

（乳幼児人

口10万対） 

低下 
厚生労働省「人口動態

統計」（2015年） 

小児科医師数 

12.1人 

(小児人口１

万対) 

10.3人 

(小児人口１

万対) 

12人以上 

(小児人口１

万対) 

厚生労働省「医師・歯

科医師・薬剤師調査」

（2014年） 

小児に対応している訪問

看護ステーション数 

0.7 

(小児人口10

万対) 

2.3 

(小児人口10

万対) 

全国平均 
介護サービス施設・事

業所調査（2013） 

休日夜間小児急患センタ

ーが整備された医療圏数 
４医療圏 ― 現状維持 

県医務課調べ 

（2017年） 

24時間365日対応可能な

小児救急が整備された医

療圏数 

４医療圏 ― 現状維持 
県医務課調べ 

（2017年） 

時間外外来受診回数 

11,996件 

(小児人口10

万対) 

16,817件 

(小児人口10

万対) 

全国以下を

維持しつつ

低下 

ＮＤＢ（2015年度） 

第二次・第三次小児救急

病院の救急外来受診者の

中で入院が必要でなかっ

た割合 

83.4％ ― 低下 
県医務課調べ 

（2016年度） 

ＮＤＢ：厚生労働省レセプト情報・特定健診等情報データベース（ナショナルデータベース） 




